
さいたま市水道局告示第４８号 

さいたま市水道局の発注する「老第３１５７号布設替工事」ほか２件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３１５７号布設替工事

イ 老第３２７９号布設替工事

ウ 老第３２８４号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０２２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１５７号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区膝子４７４－１～５９２－２ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 349ｍ 仕切弁 5 台 排水栓 1 基 消火栓 2 基  

給水管取付替 6 件 対象戸数 6 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=362ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。ただし、Ｂ級については、当該業種で平成

３０年度又は平成３１年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞し

ていること又は平成３０年１月１日から令和元年１２月３１日までの間

に工事完成検査を受けた当該業種の「工事完成検査結果及び工事成績評

定結果通知書」の「評定点合計（共同企業体での実績は除く）」の２件

以上の平均点が７５点以上であること。なお、該当者については、入札

情報公開システムに掲載する「令和２年度建設工事の発注標準及び発注

標準優秀施工者について（ＰＤＦ）」（当案件「発注情報閲覧」内「発

注図書ファイル３」）を参照すること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２２ 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」 

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７９号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区御蔵１５１７－４～１５５０－１０ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月１０日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 278ｍ 仕切弁 5 台 排水栓 1 基 消火栓 2 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 2ｍ 

給水管取付替 20 件 対象戸数 40 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=309ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前９時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。ただし、Ｂ級については、当該業種で平成

３０年度又は平成３１年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞し

ていること又は平成３０年１月１日から令和元年１２月３１日までの間

に工事完成検査を受けた当該業種の「工事完成検査結果及び工事成績評

定結果通知書」の「評定点合計（共同企業体での実績は除く）」の２件

以上の平均点が７５点以上であること。なお、該当者については、入札

情報公開システムに掲載する「令和２年度建設工事の発注標準及び発注

標準優秀施工者について（ＰＤＦ）」（当案件「発注情報閲覧」内「発

注図書ファイル３」）を参照すること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２０ 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前 

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を 

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」 

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８４号布設替工事 

工事場所 さいたま市緑区代山４４０－２～４９８ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月２６日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 279ｍ 仕切弁 4 台 消火栓 2 基 

給水管取付替 28 件 対象戸数 35 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=220ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前９時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。ただし、Ｂ級については、当該業種で平成

３０年度又は平成３１年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞し

ていること又は平成３０年１月１日から令和元年１２月３１日までの間

に工事完成検査を受けた当該業種の「工事完成検査結果及び工事成績評

定結果通知書」の「評定点合計（共同企業体での実績は除く）」の２件

以上の平均点が７５点以上であること。なお、該当者については、入札

情報公開システムに掲載する「令和２年度建設工事の発注標準及び発注

標準優秀施工者について（ＰＤＦ）」（当案件「発注情報閲覧」内「発

注図書ファイル３」）を参照すること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１５ 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前 

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を 

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」 

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第４９号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２７６号布設替工事」ほか４件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２７６号布設替工事

イ 老第３２７４号布設替工事

ウ 老第３２７２号布設替工事

エ 老第３２７３号布設替工事

オ 老第３１６６号布設替工事及び市内消火栓設置（その３）工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ及びオの入札

は無効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ及びオの入札は無

効とする。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ及びオの入札は無効と

する。

・ 対象工事エの落札候補者が行った対象工事オの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０２８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７６号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区日進町２－１９６～２－２３１－２ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月１１日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 148ｍ 仕切弁 6 台 排水弁 1 台 消火栓 1 基  

給水管取付替 19 件 対象戸数 40 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=171ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前９時５０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２８ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７４号布設替工事 

工事場所 さいたま市西区佐知川２２８－５９～２２８－６５ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 145ｍ 仕切弁 4 台 排水弁 1 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 82ｍ 仕切弁 1 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 13 件 対象戸数 24 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=149ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前９時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３０ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７２号布設替工事 

工事場所 さいたま市中央区上峰２－９－３～２－２０－３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月５日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 155ｍ 仕切弁 1 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基 

給水管取付替 20 件 対象戸数 30 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=169ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１７ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７３号布設替工事 

工事場所 さいたま市緑区中尾５５２－５～３６８８－９ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月２４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 123ｍ 仕切弁 1 台  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 43ｍ 排水栓 1 基 

給水管取付替 16 件 対象戸数 16 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=167ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時０５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１６ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１６６号布設替工事及び市内消火栓設置（その３）工事 

工事場所 さいたま市大宮区大成町２－４３７～２－４４０－１ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１０月２９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 126ｍ 排水栓 2 基 消火栓 1 基  

給水管取付替 16 件 対象戸数 121 戸 

単口地下式消火栓設置工事 φ100 ㎜×φ75 ㎜ 1 基 

仮給水工事 

φ100 ㎜  L=79ｍ 

φ75 ㎜  L=67ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時１０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第５０号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２４８号布設替工事」ほか２件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２４８号布設替工事

イ 老第３２７８号布設替工事

ウ 老第３２８１号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０２６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２４８号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区片柳１－２１７～１－２２２ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１０月１日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 106ｍ 仕切弁 1 台 消火栓 2 基  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 41ｍ 仕切弁 1 台  

給水管取付替 5 件 対象戸数 13 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=113ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） ２７，５８８，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時２０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０２０２７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７８号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区蓮沼２８２～２９５－１ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月１６日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 148ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 5ｍ  

給水管取付替 10 件 対象戸数 36 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=177ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） ２７，４２３，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時２５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２７ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８１号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区吉野町２－２６７－１～２－２７２－５ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１０月１４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 102ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

給水管取付替 7 件 対象戸数 8 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=106ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



さいたま市水道局告示第５１号 

さいたま市水道局の発注する「拡第５００８号配水支管布設工事」ほか２件の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和２年６月１日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格を定めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入

札を行った者の入札価格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、

落札を保留し、当該入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、さいたま市水



道局建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市水道部設定）に基づく低入札価格調

査を行う。  

(2) 失格基準を定めている場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書

の直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下

回った場合は、この者がした入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（(2)に規定する失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失

格とならなかった低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場

合は、その翌日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類

を管財課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要

綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（同要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（同要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（同要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（同要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（同要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（同要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（同要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（同要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（同要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（同要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（同要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（同要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（同要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（同要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（同要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を管財課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした

入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 



(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 



(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要綱、さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取

扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の

定めるところによる。 



契約整理番号 ２０９９０３０１９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 拡第５００８号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市岩槻区柏崎５７～８４－１ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１０月１２日まで 

概要 布設工事 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 176ｍ 仕切弁 2 台 

給水管取付替 3 件 対象戸数 3 戸 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月４日（木）午前９時から 

令和２年６月８日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月 ９日（火）午前９時から 

令和２年６月１１日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１２日（金） 午前１０時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区又は岩槻区に本店を有している

こと。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に

該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０５００２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 機場監視制御盤更新工事（新都心配水場） 

工事場所 さいたま市大宮区吉敷町４－２６５（新都心配水場内） 

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１９日まで 

概要 監視操作盤 一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、上水道浄水場、上水道配水場、下水道処理場、下水道ポンプ場

のいずれかの計装制御盤の更新工事又は、設置工事を元請として完成

させた実績があること。（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。） 

(2) 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 － 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部配水課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１５０４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０５００３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 配水ポンプインバータ盤更新工事（相野原配水場） 

工事場所 さいたま市岩槻区相野原２６７－１（相野原配水場内） 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月５日まで 

概要 １号配水ポンプ（ＡＣＬ）盤 １台 

１号配水ポンプ（ＩＮＶ）盤 １台 

２号配水ポンプ（ＡＣＬ）盤 １台 

２号配水ポンプ（ＩＮＶ）盤 １台 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１１時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、上水道浄水場、上水道配水場、下水道処理場、下水道ポンプ場

のいずれかの電気設備の更新工事又は、設置工事を元請として完成さ

せた実績があること。（共同企業体の構成員としての実績の場合は、

出資比率が２０％以上のものに限る。） 

(2) 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 － 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部配水課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１５０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



さいたま市水道局告示第５２号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２１３号布設替工事」ほか２件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２１３号布設替工事

イ 老第３２０１号布設替工事及び市内消火栓設置（その８）工事

ウ 老第３２１１号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３００４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２１３号布設替工事 

工事場所 さいたま市中央区上落合８－９－２～大宮区桜木町４－４３２－３ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１７日まで 

概要 布設工事 

φ350 ㎜ DIP(NS-1E) 306ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

φ150 ㎜ DIP(GX-1E)  15ｍ 仕切弁 1 台 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E)  21ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

給水管取付替 31 件 対象戸数 192 戸 

仮給水工事 

φ250 ㎜ L=311ｍ 

φ100 ㎜ L= 32ｍ 

φ 75 ㎜ L= 37ｍ 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３００４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３００７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２０１号布設替工事及び市内消火栓設置（その８）工事 

工事場所 さいたま市岩槻区高曽根４９６－３～６１９－４ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１０日まで 

概要 布設工事 

φ300 ㎜ DIP(NS-1E) 445ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

給水管取付替 2 件 対象戸数 2 戸 

単口地下式消火栓設置工事 φ300 ㎜×φ75 ㎜ 2 基 

仮給水工事 

φ200 ㎜ L=466ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前９時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３００７ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２００９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２１１号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区日進町３－１９４－４～３－５１６－１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２８日まで 

概要 布設工事 

φ250 ㎜ DIP(GX-1E) 327ｍ 仕切弁 1 台 排水栓 1 基  

φ150 ㎜ DIP(GX-1E)  15ｍ 仕切弁 2 台 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E)  11ｍ 仕切弁 1 台  

給水管取付替 31 件 対象戸数 56 戸 

仮給水工事 

φ250 ㎜ L=336ｍ 

φ100 ㎜ L= 26ｍ 

φ 75 ㎜  L= 10ｍ 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前９時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２００９ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第５３号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２１２号布設替工事」ほか２件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２１２号布設替工事

イ 老第３１８０号布設替工事

ウ 老第３１９１号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３０１２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２１２号布設替工事 

工事場所 さいたま市中央区八王子５－１－９～５－１６－１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２８日まで 

概要 布設工事 

φ200 ㎜ DIP(GX-1E) 496ｍ 仕切弁 5 台 消火栓 5 基  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 21ｍ 仕切弁 2 台 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 17ｍ 仕切弁 1 台 

給水管取付替 15 件 対象戸数 18 戸 

仮給水工事 

φ150 ㎜ L=158ｍ 

φ100 ㎜ L=19ｍ 

φ75 ㎜ L=47ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前９時５０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１２ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１８０号布設替工事 

工事場所 さいたま市中央区下落合２－１－１５～２－８－８ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月２４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 542ｍ 仕切弁 10 台 消火栓 4 基 

給水管取付替 69 件 対象戸数 149 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=626ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前９時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１９１号布設替工事 

工事場所 さいたま市大宮区天沼町１－５１８～１－５８５ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月２４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 520ｍ 仕切弁 6 台 消火栓 3 基  

給水管取付替 64 件 対象戸数 198 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=145ｍ 

φ75 ㎜ L=421ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第５４号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２３１号布設替工事」ほか７件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２３１号布設替工事

イ 老第３１９８号布設替工事

ウ 老第３２０８号布設替工事

エ 老第３１５８号布設替工事

オ 老第３２４３号布設替工事

カ 老第３１７５号布設替工事

キ 老第３２１７号布設替工事

ク 老第３２４６号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ、オ、カ、キ

及びクの入札は無効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ、オ、カ、キ及び

クの入札は無効とする。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ、オ、カ、キ及びクの

入札は無効とする。

・ 対象工事エの落札候補者が行った対象工事オ、カ、キ及びクの入札

は無効とする。

・ 対象工事オの落札候補者が行った対象工事カ、キ及びクの入札は無

効とする。

・ 対象工事カの落札候補者が行った対象工事キ及びクの入札は無効と

する。

・ 対象工事キの落札候補者が行った対象工事クの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０２５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２３１号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区膝子８１３～８６０ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１２日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 309ｍ 仕切弁 3 台 消火栓 2 基  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 5ｍ  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 289ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 11 件 対象戸数 11 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜  L=341ｍ 

φ75 ㎜ L=212ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時１０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２５ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１９８号布設替工事 

工事場所 さいたま市南区内谷３－３－４～３－１９－６ 外２か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 336ｍ 仕切弁 8 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基 

給水管取付替 34 件 対象戸数 124 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=124ｍ 

φ75 ㎜ L=227ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時１５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１０ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２０８号布設替工事 

工事場所 さいたま市緑区芝原２－１０－６～２－１６－７ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１５日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 283ｍ 仕切弁 4 台 消火栓 2 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 244ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 22 件 対象戸数 37 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=424ｍ 

φ50 ㎜ L=70ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時２０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０１９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１５８号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区上山口新田１６４－４～１８８－６ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１９日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 256ｍ 仕切弁 3 台 消火栓 1 基  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 8ｍ  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 4ｍ 

給水管取付替 33 件 対象戸数 35 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜  L=275ｍ 

φ75 ㎜ L=12ｍ 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時２５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０１９ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２４３号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区奈良町１１１－３８～１２１－１４ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 11ｍ 仕切弁 1 台  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 277ｍ 仕切弁 5 台 消火栓 2 基  

給水管取付替 32 件 対象戸数 47 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜  L=315ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１７５号布設替工事 

工事場所 さいたま市浦和区元町３－１５－８～３－２２－１１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 274ｍ 仕切弁 6 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基 

給水管取付替 46 件 対象戸数 77 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=305ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０１３ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３００９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２１７号布設替工事 

工事場所 さいたま市南区南浦和１－１９－４～１－２１－４ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月８日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 234ｍ 仕切弁 7 台 排水栓 1 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 54ｍ 仕切弁 1 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 29 件 対象戸数 109 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=313ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３００９ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２４６号布設替工事 

工事場所 さいたま市大宮区上小町１１７８－２～１２０７－１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月８日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 299ｍ 仕切弁 6 台 排水弁 1 台 排水栓 1 基 

消火栓 1 基  

給水管取付替 17 件 対象戸数 62 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=276ｍ 

φ75 ㎜ L=42ｍ 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月 ８日（月）午前９時から 

令和２年６月１２日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月１９日（金） 午前１０時４５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１日（月）午前９時から 

令和２年６月４日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月８日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０２３ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第５８号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２５３号布設替工事」ほか２件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１５日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２５３号布設替工事

イ 老第３２３２号布設替工事及び拡第４９９８号配水支管布設工事

ウ 老第３２７７号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０３５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２５３号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区中川２１２－１～２２０－１０ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 240ｍ 仕切弁 4 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基  

給水管取付替 24 件 対象戸数 42 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=299ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０２０３６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２３２号布設替工事及び拡第４９９８号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市大宮区堀の内町１－５０－１～１－６１－５ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 166ｍ 仕切弁 2 台 排水弁 1 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 65ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 42 件 対象戸数 69 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=176m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前９時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３６ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７７号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区小深作５６５－１～５６５－４６ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月８日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 175ｍ 仕切弁 4 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基  

給水管取付替 41 件 対象戸数 52 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=75ｍ 

φ75 ㎜  L=123ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前９時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３７ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第５９号 

さいたま市水道局の発注する「老第３１７２号布設替工事」ほか３件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１５日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３１７２号布設替工事

イ 老第３２８０号布設替工事

ウ 老第３２７０号布設替工事

エ 老第３２８３号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無

効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効と

する。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３０２２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１７２号布設替工事 

工事場所 さいたま市南区別所２－１－７～２－１３－１０ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月３０日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 215ｍ 仕切弁 4 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 24 件 対象戸数 25 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=224ｍ 

φ50 ㎜ L=10ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前９時５０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０２０３８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８０号布設替工事 

工事場所 さいたま市大宮区東町１－１７１～浅間町１－３３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月２４日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 9ｍ 仕切弁 1 台  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 132ｍ 仕切弁 2 台 排水弁 1 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 14 件 対象戸数 35 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=148ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前９時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３８ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７０号布設替工事 

工事場所 さいたま市浦和区本太１－２９－１０～１－２９－１７ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月１２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 132ｍ 仕切弁 3 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 23 件 対象戸数 34 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=148ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前１０時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２０ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８３号布設替工事 

工事場所 さいたま市緑区中尾４５６－３～４８２－３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月２０日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 6ｍ  

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 164ｍ 仕切弁 2 台  

給水管取付替 10 件 対象戸数 13 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=184ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前１０時０５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第６０号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２８６号布設替工事」ほか１件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月１５日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２８６号布設替工事

イ 老第３２８２号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３０２３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８６号布設替工事 

工事場所 さいたま市岩槻区笹久保８４５－８～黒谷１５３３－６ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 211ｍ  

給水管取付替 10 件 対象戸数 11 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=52ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前１０時１５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０２０３９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８２号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区吉野町２－２０３－３７～２－２０４－６ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月１３日まで 

概要 布設工事 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 111ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 9 件 対象戸数 9 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=117ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前１０時２０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



さいたま市水道局告示第６１号 

さいたま市水道局の発注する「拡第４９９９号配水支管布設工事」の一般競争入札について、次の

とおり公告する。 

令和２年６月１５日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格を定めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入

札を行った者の入札価格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、

落札を保留し、当該入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、さいたま市水



道局建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市水道部設定）に基づく低入札価格調

査を行う。  

(2) 失格基準を定めている場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書

の直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下

回った場合は、この者がした入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（(2)に規定する失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失

格とならなかった低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場

合は、その翌日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類

を管財課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要

綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（同要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（同要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（同要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（同要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（同要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（同要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（同要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（同要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（同要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（同要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（同要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（同要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（同要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（同要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（同要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を管財課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした

入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 



(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 



(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要綱、さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取

扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の

定めるところによる。 



契約整理番号 ２０９９０２０４０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 拡第４９９９号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市西区指扇領 ６２－１～７０－３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１０月９日まで 

概要 布設工事 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 90ｍ 排水栓 1 基  

給水管取付替 9 件 対象戸数 10 戸 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月１８日（木）午前９時から 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２３日（火）午前９時から 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年６月２６日（金） 午前１０時２５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区又は岩槻区に本店を有している

こと。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



さいたま市水道局告示第６２号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２４０号布設替工事及び拡第５０００号配水支管布設工事」

ほか６件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和２年６月１５日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２４０号布設替工事及び拡第５０００号配水支管布設工事

イ 老第３１６５号布設替工事

ウ 老第３１８４号布設替工事

エ 老第３１８６号布設替工事

オ 老第３２２４号布設替工事及び市内消火栓設置（その６）工事

カ 老第３１９９号布設替工事及び市内消火栓設置（その５）工事

キ 老第３２１９号布設替工事及び拡第４９９７号配水支管布設工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ、オ、カ及び

キの入札は無効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ、オ、カ及びキの

入札は無効とする。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ、オ、カ及びキの入札

は無効とする。

・ 対象工事エの落札候補者が行った対象工事オ、カ及びキの入札は無

効とする。

・ 対象工事オの落札候補者が行った対象工事カ及びキの入札は無効と

する。

・ 対象工事カの落札候補者が行った対象工事キの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０４１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２４０号布設替工事及び拡第５０００号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市岩槻区馬込９１６－３～１０６６－１ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月４日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 221ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 378ｍ 仕切弁 4 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 14 件 対象戸数 20 戸 

仮給水工事 

φ150 ㎜ L=23m 

φ100 ㎜ L=229m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１６５号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区南中丸７６８－１～７７６－７ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 469ｍ 仕切弁 5 台 排水弁 1 台 消火栓 1 基 

給水管取付替 45 件 対象戸数 92 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜  L=500ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前９時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１８４号布設替工事 

工事場所 さいたま市緑区東浦和６－１０－２～６－１５－２４ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 107ｍ 仕切弁 4 台 排水栓 1 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 356ｍ 仕切弁 8 台 排水栓 3 基  

給水管取付替 34 件 対象戸数 47 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=436ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前９時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２５ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１８６号布設替工事 

工事場所 さいたま市浦和区高砂４－５－５～４－５－１３ 外２か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２７日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 377ｍ 仕切弁 3 台 排水栓 3 基  

給水管取付替 42 件 対象戸数 160 戸 

仮給水工事 

φ200 ㎜ L=12ｍ 

φ75 ㎜ L=389ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前９時４５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２８ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２２４号布設替工事及び市内消火栓設置（その６）工事 

工事場所 さいたま市緑区間宮６８２－５～７１５ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 387ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 57ｍ 仕切弁 6 台 

給水管取付替 50 件 対象戸数 62 戸 

単口地下式消火栓設置工事 φ100 ㎜×φ75 ㎜ 1 基 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=429ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前９時５０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２６ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１９９号布設替工事及び市内消火栓設置（その５）工事 

工事場所 さいたま市南区松本４－７－１～４－１３－７ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２８日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 148ｍ 仕切弁 3 台   

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 3ｍ  

φ75 ㎜ SFP(SUS316L) 14ｍ 

給水管取付替 34 件 対象戸数 67 戸 

単口地下式消火栓設置工事 φ100 ㎜×φ75 ㎜ 1 基 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=193ｍ 

φ75 ㎜ L=8ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前９時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２９ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２１９号布設替工事及び拡第４９９７号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市緑区原山１－２２－１５～１－２５－３１ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月１０日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 242ｍ 仕切弁 5 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 13ｍ 仕切弁 1 台  

φ50 ㎜ SSP 16ｍ 排水栓 1 基    

給水管取付替 24 件 対象戸数 55 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=269m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月３日（金） 午前１０時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２７ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第５７号 

さいたま市水道局の発注する「災害用貯水タンク液状化対策実施設計業務」の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和２年６月１５日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治    

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 



ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者

を決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札の決定 

(1) 落札候補者に対する落札の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日

以内（休日を除く。）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を

経て行う。落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入

札を無効とし、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のう

ち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制



限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価

格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(2)  (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以

上あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3)  水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこ

れを通知する。 

(4) 開札後、落札を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市水道局建設工

事等請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結す

る契約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、

入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格を

もって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項第３号の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１ 

万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 



８ その他 

(1) 本公告の写しは、管財課にて閲覧に供するほか、さいたま市水道局のホームページにおいて

も掲載する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置す

ること。 

(8) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要綱、さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取

扱要綱、さいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 



契約整理番号 ２０９９０４７０２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

業務名 災害用貯水タンク液状化対策実施設計業務 

業務場所 さいたま市桜区栄和１－７－１ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２９日 

概要 実施箇所 

 栄和小学校、南浦和中学校 

業務内容 

災害用貯水タンク周囲の液状化対策の実施設計 

 設計計画、現地調査、構造・機能計算、災害用貯水タンク液状化対策

の施工計画、数量・構造・仮設計算、図面作成、仮設附帯工、室内配合

試験、概算工事費作成、審査 

測量 １施設あたり０．００１２ 

予定価格（税込） １４，５７５，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年６月２２日（月）午前９時から 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 １日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月２日（木） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 建設コンサルタント／水道施設及び建設コンサルタント／土質及び基礎 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載され

た者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「土質及び基

礎部門」の登録があること。 

業務実績等 － 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月１５日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月１５日（月）午前９時から 

令和２年６月１８日（木）午後４時まで 

質問回答期日 令和２年６月２２日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合につい

ては、当該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書

類提出時に併せて提出すること。 

業務担当課 さいたま市北区東大成町２－４４５－１ 

さいたま市水道局給水部維持管理課 

電話０４８－７８８－２３１９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０５ 



さいたま市水道局告示第６７号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２８５号布設替工事」ほか３件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格を定めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入

札を行った者の入札価格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、

落札を保留し、当該入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、さいたま市水



道局建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市水道部設定）に基づく低入札価格調

査を行う。  

(2) 失格基準を定めている場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書

の直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下

回った場合は、この者がした入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（(2)に規定する失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失

格とならなかった低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場

合は、その翌日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類

を管財課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要

綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（同要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（同要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（同要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（同要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（同要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（同要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（同要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（同要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（同要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（同要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（同要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（同要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（同要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（同要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（同要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を管財課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした

入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 



(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 



(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等低入札価格取扱要綱、さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取

扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の

定めるところによる。 



契約整理番号 ２０９９０３０３３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２８５号布設替工事 

工事場所 さいたま市岩槻区大野島２７５－１～大谷４５－３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月１１日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 365ｍ 消火栓 1 基 

給水管取付替 4 件 対象戸数 13 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=12ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０２０４７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 拡第５００３号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市西区島根５８０－２～５９６－３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 155ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 3 件 対象戸数 3 戸 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前１０時１５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区又は岩槻区に本店を有している

こと。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に

該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０２０４６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 拡第５００４号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市岩槻区太田２－５－１～２－５－１３ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月６日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 104ｍ 仕切弁 2 台 排水栓 1 基 

給水管取付替 11 件 対象戸数 11 戸 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前１０時２０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区又は岩槻区に本店を有している

こと。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事

に該当する。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



契約整理番号 ２０９９０５００４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 ろ水用電動吐出弁更新工事（尾間木配水場１号） 

工事場所 さいたま市緑区東浦和３－７－２５（尾間木配水場内） 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月９日まで 

概要 １号ろ水機用 

ろ水用電動吐出弁 ５台 

手動式バタフライ弁 ４台 

配管類 １式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前１０時２５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 機械器具設置工事業 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本工事の公告日において、平成２２年度以降、国又は地方公共団体

等が発注した、上水道浄水場、上水道配水場、下水道処理場、下水道

ポンプ場のいずれかのポンプ更新工事又は設置工事を元請として完成

させた実績があること。（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。） 

(2) 本市発注の機械器具設置工事について、本工事の公告日以前３箇月

において通知した「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」

の「評定点合計」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定

に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部配水課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１５０４ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 



さいたま市水道局告示第６８号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２２０号布設替工事」ほか１件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月２９日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２２０号布設替工事

イ 老第３２０９号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３０３７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２２０号布設替工事 

工事場所 さいたま市緑区太田窪１－１６－１２～１－１９－２３ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１３日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 252ｍ 仕切弁 5 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基 

給水管取付替 28 件 対象戸数 42 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=272m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前９時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。ただし、Ｂ級については、当該業種で平成

３０年度又は平成３１年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞し

ていること又は平成３０年１月１日から令和元年１２月３１日までの間

に工事完成検査を受けた当該業種の「工事完成検査結果及び工事成績評

定結果通知書」の「評定点合計（共同企業体での実績は除く）」の２件

以上の平均点が７５点以上であること。なお、該当者については、入札

情報公開システムに掲載する「令和２年度建設工事の発注標準及び発注

標準優秀施工者について（ＰＤＦ）」（当案件「発注情報閲覧」内「発

注図書ファイル３」）を参照すること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３７ 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」 

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２０９号布設替工事 

工事場所 さいたま市西区内野本郷１０８４－１４～１１００ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１７日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 223ｍ 仕切弁 3 台 排水弁 1 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 32 件 対象戸数 42 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=233ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前９時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。ただし、Ｂ級については、当該業種で平成

３０年度又は平成３１年度のさいたま市優秀建設工事業者表彰を受賞し

ていること又は平成３０年１月１日から令和元年１２月３１日までの間

に工事完成検査を受けた当該業種の「工事完成検査結果及び工事成績評

定結果通知書」の「評定点合計（共同企業体での実績は除く）」の２件

以上の平均点が７５点以上であること。なお、該当者については、入札

情報公開システムに掲載する「令和２年度建設工事の発注標準及び発注

標準優秀施工者について（ＰＤＦ）」（当案件「発注情報閲覧」内「発

注図書ファイル３」）を参照すること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４９ 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前 

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を 

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」 

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第６９号 

さいたま市水道局の発注する「老第３１６１号布設替工事及び拡第４９９１号配水支管布設工事」

ほか３件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和２年６月２９日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３１６１号布設替工事及び拡第４９９１号配水支管布設工事

イ 老第３２７１号布設替工事

ウ 老第３２０５号布設替工事

エ 老第３２５４号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無

効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効と

する。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３０３６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１６１号布設替工事及び拡第４９９１号配水支管布設工事 

工事場所 さいたま市中央区大戸２－１５－８～２－１６－６ 外２か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 192ｍ 仕切弁 3 台 排水栓 1 基 消火栓 1 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 9ｍ 

給水管取付替 10 件 対象戸数 29 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=116ｍ 

φ50 ㎜ L=10ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前９時５０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３６ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０８ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２７１号布設替工事 

工事場所 さいたま市浦和区東仲町１８－２５～２３－２ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 128ｍ 仕切弁 3 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 14 件 対象戸数 89 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=149ｍ 

φ50 ㎜ L=16ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前９時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３５ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２０５号布設替工事 

工事場所 さいたま市桜区田島３－１９－１４～３－２２－８ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 140ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

給水管取付替 21 件 対象戸数 53 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=163ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前１０時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２５４号布設替工事 

工事場所 さいたま市大宮区三橋４－８６８－１～４－８８６－４ 

履行期間 契約確定の日から令和２年１１月２５日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 133ｍ 仕切弁 2 台 排水弁 1 台 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 4ｍ  

給水管取付替 17 件 対象戸数 27 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=144m 

昼間工事 

予定価格（税込） ２６，７３０，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月２日（木）午前９時から 

令和２年７月６日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月７日（火）午前９時から 

令和２年７月９日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１０日（金） 午前１０時０５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工

事に該当する。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４８ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第７０号 

さいたま市水道局の発注する「老第３０８５号布設替工事」ほか３件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月２９日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３０８５号布設替工事

イ 老第３０４８号布設替工事

ウ 老第３１９７号布設替工事

エ 老第３２２８号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無

効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効と

する。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０３０３０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３０８５号布設替工事 

工事場所 さいたま市中央区本町東２－１－１～２－１６－１７ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年３月５日まで 

概要 布設工事 

φ350 ㎜ DIP(NS-1E) 330ｍ 仕切弁 3 台 排水栓 1 基 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 79ｍ 仕切弁 3 台 消火栓 1 基 

給水管取付替 9 件 対象戸数 14 戸 

仮給水工事 

φ250 ㎜ L=253ｍ 

φ200 ㎜ L=74ｍ 

φ100 ㎜ L=96ｍ 

φ75 ㎜ L=20ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前９時３０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３０ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３０４８号布設替工事 

工事場所 さいたま市大宮区天沼町１－８９３～見沼区中川１０４２ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１８日まで 

概要 布設工事 

φ300 ㎜ DIP(NS-1E) 189ｍ 仕切弁 1 台 消火栓 2 基  

φ250 ㎜ DIP(GX-1E) 95ｍ 仕切弁 7 台 排水栓 1 基  

給水管取付替 2 件 対象戸数 2 戸 

仮給水工事 

φ250 ㎜ L=49ｍ 

φ75 ㎜ L=40ｍ 

夜間工事 

予定価格（税込） １２６，３２４，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前９時３５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０３３ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１９７号布設替工事 

工事場所 さいたま市南区曲本１－２０－１０～３－１－１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年３月４日まで 

概要 布設工事 

φ250 ㎜ DIP(GX-1E) 275ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

φ200 ㎜ DIP(GX-1E) 38ｍ 消火栓 1 基 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 101ｍ 仕切弁 3 台 消火栓 1 基 

給水管取付替 26 件 対象戸数 68 戸 

仮給水工事 

φ200 ㎜ L=317ｍ 

φ75 ㎜ L=152ｍ 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前９時４０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０２４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２２８号布設替工事 

工事場所 さいたま市西区指扇５５１－４～１２００－２ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月２６日まで 

概要 布設工事 

φ250 ㎜ DIP(GX-1E) 232ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基  

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 13ｍ 仕切弁 1 台 消火栓 1 基 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 37ｍ 仕切弁 3 台   

給水管取付替 22 件 対象戸数 59 戸 

仮給水工事 

φ200 ㎜ L=243ｍ 

φ150 ㎜ L=18ｍ 

φ75 ㎜ L=47ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前９時４５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で

登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注

した、口径７５mm 以上、かつ、延長１００ｍ以上の耐震継手ダクタ

イル鋳鉄管の上水道管布設工事を元請として完成させた実績があるこ

と（共同企業体の構成員としての実績の場合には、出資比率が２０％

以上のものに限る。）。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知し

た「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計

」が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、

当該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前に

行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期

又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の

対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４２ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



さいたま市水道局告示第７１号 

さいたま市水道局の発注する「老第３２２７号布設替工事」ほか６件の一般競争入札について、次

のとおり公告する。 

令和２年６月２９日  

 さいたま市水道事業管理者 森 田  治

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市水道局建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市水道部設定。以下「入札参加停止要綱」という。）に基づく入札参加停止

の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいた

ま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の 

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建



設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

コ アからケまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

 (2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者

をその構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1)  開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている

場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低

制限比較価格」という。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を落札候補者として通知し、落札を保留する。  

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を水道局業務部管財課（以下「

管財課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

なお、給水装置実績の場合は、さいたま市水道局業務部給水工事課に提出した申請書の写し 



オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」に記載の社会保険等の加入状

況について、本公告日時点で変更が生じている場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用

保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク アからキまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

 (4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げ

る書類を管財課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員

の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書 

イ 共同企業体協定書（共同企業体協定書第８条に基づく協定書を含む。） 

ウ 委任状（さいたま市水道局建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１５年さいたま市水道局設 

 定）様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 水道事業管理者は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれ

を通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者が入札参加停止要綱に基

づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関す

る要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者とせず、入

札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をも

って入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低

制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を

行った者）を新たに落札候補者とする。 

 (5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

 ア  一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ  一つの工事について、落札候補者となった者が、その後開札される他の工事について入札

を行っている場合は、その後開札される他の工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱



う。また、その後開札される他の工事について、(1)における落札候補者の入札を無効とした

場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候補者を落札者としない場合の新たな落札候補

者となることはできない。 

ウ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、他の工事の落札候補者である場合

は、当該工事の入札を無効とし、辞退したものとして取扱う。 

エ  (1)における落札候補者の入札を無効とした場合の新たな落札候補者及び(4)における落札候

補者を落札者としない場合の新たな落札候補者となった者が、その後開札される他の工事の落札

候補者でない場合は、当該他の工事の入札を有効として取扱う。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は管財課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市水道局契約事務規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第３４号。以下「契約事

務規程」という。）第２２条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、契約事務規程第４条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、



中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市水道局設定）第

１６条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、さいたま市水道局のホームページに掲載し、管財課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、さいたま市水道局のホームページからダウンロードして

使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を管財課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下「調査対象者」という。

）は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共

同企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市水道局建設工事等に係る競争入札参加者心得、さい

たま市水道局建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２１年さいたま市水道局設定）、

さいたま市水道局建設工事等最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま

市競争入札参加資格業者実態調査実施要領の定めるところによる。 



別表

本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。

対象工事 ア 老第３２２７号布設替工事

イ 老第３２３０号布設替工事

ウ 老第３２５７号布設替工事

エ 老第３１９３号布設替工事

オ 老第３２１５号布設替工事

カ 老第３２３６号布設替工事

キ 老第３１７７号布設替工事

概要 ・ 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ、エ、オ、カ及び

キの入札は無効とする。

・ 対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ、エ、オ、カ及びキの

入札は無効とする。

・ 対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エ、オ、カ及びキの入札

は無効とする。

・ 対象工事エの落札候補者が行った対象工事オ、カ及びキの入札は無

効とする。

・ 対象工事オの落札候補者が行った対象工事カ及びキの入札は無効と

する。

・ 対象工事カの落札候補者が行った対象工事キの入札は無効とする。



契約整理番号 ２０９９０２０４３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２２７号布設替工事 

工事場所 さいたま市西区西遊馬３４３～３７６－４ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 329ｍ 仕切弁 4 台 排水弁 1 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 8ｍ  

給水管取付替 17 件 対象戸数 30 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=276m 

φ75 ㎜ L=85m 

φ50 ㎜ L=7m 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前９時５５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４３ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０５０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２３０号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区宮原町３－２５９～３－２９４ 

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 28ｍ 仕切弁 2 台 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 357ｍ 仕切弁 8 台 排水弁 1 台 排水栓 1 基 

消火栓 1 基  

給水管取付替 42 件 対象戸数 102 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=43m 

φ75 ㎜ L=378m 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前１０時００分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０５０ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０５１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２５７号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区今羽町４８－１９～４１５－１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年３月４日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(GX-1E) 75ｍ 仕切弁 2 台 消火栓 1 基 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 350ｍ 仕切弁 4 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 13ｍ 

給水管取付替 45 件 対象戸数 143 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=226m 

φ75 ㎜ L=256m 

φ50 ㎜ L=17m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前１０時０５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０５１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１９３号布設替工事 

工事場所 さいたま市見沼区春岡３－１６－１３～３－１８－１ 

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１９日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 166ｍ 仕切弁 5 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 229ｍ 仕切弁 4 台 排水栓 2 基  

給水管取付替 59 件 対象戸数 88 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=190m 

φ50 ㎜ L=248m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前１０時１０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０４４ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２１５号布設替工事 

工事場所 さいたま市南区根岸３－２５－１～３－２７－３ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１２日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 258ｍ 仕切弁 8 台 消火栓 2 基   

給水管取付替 34 件 対象戸数 138 戸 

仮給水工事 

φ75 ㎜ L=127ｍ 

昼夜間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前１０時１５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３１ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４１１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０５２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３２３６号布設替工事 

工事場所 さいたま市北区吉野町１－３７－４～１－３７６－１４ 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月６日まで 

概要 布設工事 

φ150 ㎜ DIP(K-1E) 4ｍ 消火栓 1 基 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 123ｍ 仕切弁 3 台 消火栓 1 基 

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 4ｍ 

給水管取付替 15 件 対象戸数 33 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=145m 

φ75 ㎜ L=13m 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前１０時２０分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０２０５２ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部北部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１３０９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 老第３１７７号布設替工事 

工事場所 さいたま市浦和区木崎３－７－１～３－７－２０ 外１か所 

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１４日まで 

概要 布設工事 

φ100 ㎜ DIP(GX-1E) 160ｍ 仕切弁 3 台 消火栓 1 基  

φ75 ㎜ DIP(GX-1E) 102ｍ 仕切弁 2 台 

給水管取付替 37 件 対象戸数 47 戸 

仮給水工事 

φ100 ㎜ L=68ｍ 

φ75 ㎜ L=233ｍ 

昼間工事 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和２年７月 ６日（月）午前９時から 

令和２年７月１０日（金）午後５時まで 

入札書提出期間 令和２年７月１３日（月）午前９時から 

令和２年７月１６日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局 ２Ｆ入札室 

令和２年７月１７日（金） 午前１０時２５分 

参
加
資
格

名簿登載業種等 本公告日において、さいたま市水道局により指定給水装置工事事業者の

指定を受けている者であり、かつ、下記の条件を全て満たす者であるこ

と。 

１ 管工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格

者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記１に示す業種及び等級

で登載された者であること。 

２ 土木工事業の許可 

本公告日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規

定による、上記２に示す建設業の許可を受けている者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記

に示す要件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降に指定給水装置工事事業者と

して、本市内において給水装置の新設、改造又は撤去工事の申請を

し、完了させた実績が５件以上あることとし、（配水支管布設工事、

老朽管布設替工事及び切回し工事に伴うものを除く。）その申請書の

写しを提出すること。 

(2) 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において通知した

「工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」

が６５点を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当

該通知書の通知日を基準とする。 

２ に 掲 げ る も の

以 外 に 提 出 を 要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等

閲 覧 等 の 方 法 及

び開始期日 

電子配布 

令和２年６月２９日（月）から 

質問受付期間 令和２年６月２９日（月）午前９時から 

令和２年７月 ２日（木）午後５時まで 

質問回答期日 令和２年７月６日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、本件入札以前

に行う入札の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を

延期又は中止する場合がある。 

・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは１ページ目です。）



契約整理番号 ２０９９０３０３２ 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局給水部南部水道建設課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線１４０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話０４８－８３２－１１１１ 内線２４０７ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは２ページ目です。）


